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青森県総務部財産管理課 

１.背 景 

青森県においては、厳しい財政状況の中で光熱水費をはじ

めとした施設の維持管理コストのさらなる削減が課題となっ

ており、現有施設を長期にわたり効率よく運用することが求

められています。 

このような背景を踏まえ、青森県では平成１７年度～１８

年度の２ヶ年度にわたり県有施設のうち４０施設を対象とし、

年間３，６００万円の光熱水費削減を目標に「インハウス（組

織内の県職員４名による）エスコ（省エネルギー提案）事業」

を実施しました。 

インハウスエスコ事業は県庁内で実施されている「提案者事業実施制度（庁内ベンチャー制

度）」に採択された事業であり、既存のＥＳＣＯ事業のしくみを用いて、県有施設の省エネル

ギー活動に即した設備機器のシステムの改善などを実施し、個々の施設管理者に対し省エネル

ギーに関する改善提案及び改善工事を実施し、改善工事後においても効果の検証、保守管理等

の支援を行い、それまでの環境を損なうことなく省エネルギーを実現したものです。 

 

２.事業の改善手法及び実績 

インハウスエスコ事業における主

な省エネルギー改善手法としては、機

器の運転スケジュールの改善、空調設

備の運転制御の導入、外気の積極的導

入による冷房制御の改善、電力契約種

別の見直しなどがあげられますが、平

成１８年度末までに４９施設に対し

延べ２３１項目による改善提案を行

い、年間５，３０３万円の削減効果が

認められました。 

また、事業実施に伴い、ＣＯ2 排出

量についても年間１，６７２t の削減

を図ることができました。 

一方で、改善工事に要した費用は、

合計７６５万円となっており、インハ

ウスエスコ事業実施にあたって、可能

な限り少ない改善工事費でより大きな

削減効果が得られるよう取り組んだもの

です。 

インハウスエスコ事業のすすめ 

～ 青森県における県有施設省エネルギー改善の取り組み ～ 
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３.事業の流れ 

 インハウスエスコ事業を実施する場合、基本的

には右記のフロー図のような流れに沿って実施し

ました。 

 このほか、改善提案に限らず、施設管理者から

の設備機器に係る運転方法等の相談に対応するな

ど、設備全般にわたる適正化への提案・アドバイ

スも行ってきたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４.結 び 

 インハウスエスコ事業は既に終了していますが、施設管理者が効率的かつ適切な施設の省エ

ネを図ることができるよう同事業を実施することで得られた光熱水費削減手法を冊子（※）に

まとめました。 

 冊子には、３５の削減手法についての費用や効果、リスクなどを掲載しましたが、いずれの

手法も実用性の高いものばかりなので、関係者の皆様には是非参考としていただきたいと考え

ています。 

 最後に、当該事業の遂行にあたっては施設管理者の協力が必須であり、ご協力いただいた皆

様には心から感謝申し上げます。 

 

※ 青森県のホームページ内に「青森県のインハウスエスコ事業」として詳しく紹介しておりま

すので、是非ご覧ください（http://www.pref.aomori.lg.jp/inhouseesco/）。 
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　今回は外壁のシーリング材について紹介します。

　建築物をつくるときにできる隙間に充填している防水性のある材料がシーリング材です。

　部材が温度によって伸び縮みしたり地震や風圧でたわんだりする動きに追随し、建築物の防水

性を高めています。

　一般的な鉄筋コンクリートの建築物では、階と階の間にできる「打ち継ぎ目地シーリング材」

やサッシなどの枠廻りにある「建具周囲シーリング材」が重要となってきます。

建築物点検シリーズ5     建物外部編その3

シーリング材は硬

くなってくると劣

化のはじまり。

シーリング材にひび割

れや剥がれがあると漏

水する危険があるよ！

　外壁のシーリング材は手の届く範囲は触手で確認しましょう。打ち継ぎ目地シーリング材は多く

の建築物では１階の床付近にもあります。また、建具周囲シーリング材は部屋から窓を開けて確認

することも可能です。

　高い所や手の届かない箇所は目視で十分です。

　外壁から漏水している場合はシーリング材劣化が原因の場合もあるので、付近のシーリング材を

あわせて点検しましょう。

　外壁仕上げを改修する場合は、シーリング材の劣化がそれ程進行していなくても一緒に改修する

と効率的で耐久性も向上します。

打ち継ぎ目地シーリング材 建具周囲シーリング材
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今年度も東北各県において「官庁施設保全連絡会議」を開催いたしました。各会場合わせて約

300名と多くの皆様に参加をいただき、ありがとうございました。

今年の会議は、本格的な夏の到来の前に「地球温暖化対策」に向けたクールビズの啓蒙と、国

家機関を対象に７月末の報告期限で依頼しました「保全実態調査」への協力要請等を踏まえ、6月

下旬～７月上旬に開催させていただきました。

平成２０年度　官庁施設保全連絡会議を東北各県で開催

今年度は、会議に先立ち、午前中

に「建築物点検についての講習会」

と題して、机上ではありますが、点

検についての演習も織り込んだ講習

会を開催しました。

建築物の点検の義務化を盛り込ん

だ改正建築基準法や官公庁施設の建

設等に関する法律の施行から３年が

経過しようとしているため、皆様の

関心が高く、予想を超える多くの皆

様に参加していただきました。

今回は１日かけて実施すべき内容

を午前中で行ったため、かけ足での

説明となってしまいましたが、もっ

と詳しく知りたい方や実地での点検

演習等を希望の方は、連絡いただけ

れば「出前講座」を開催したいと思

いますので是非ご利用下さい。

 午後からの保全連絡会議では、「国家機関の建築物等

の保全の現況」、「保全業務支援システムの活用につい

て」、「温室効果ガス削減対策の推進」、「庁舎修繕の

予算化と平成２１年度要求単価について」、「災害時の

業務継続計画（BCP)について」、といった議題について

説明を行いました。

今回、会議時にご協力いただいたアンケートの中で、

「災害時の業務継続計画（BCP)について」は、岩手・宮

城内陸地震の直後ということもあり、参考になった等と

いう意見も寄せられました。

今後ともこの会議を通じ、各施設管理担当者の皆様と

情報交換をさせていただければと考えておりますので、

よろしくお願いいたします。

福島地区保全連絡会議風景

　お忙しい中、保全連絡会議
に参加していただきまして、
ありがとうございました。

－ 施設管理者の皆様へ －
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平成 20 年 6 月 14 日土曜日 8 時 43 分、岩手県内陸南部(北緯 39 度 01.7 分、東経 140 度 52.8 分)を震

源地とするマグニチュード 7.2(推定値)の岩手・宮城内陸地震がありました。岩手県奥州市、宮城県栗

原市では震度６強が記録され、震度４以上の揺れを観測した地域が東北６県全てに及ぶ広範囲な地震と

なりました。 

営繕部では、本局及び営繕事務所に参集し非常体制を整え、官庁施設における被害状況の把握に努め

ました。 

その結果、震度５弱以上の揺れを観測した被災地域における官庁施設の被災は９施設があり、被害報

告を受けた施設については、被害の程度が非常に小さいものを除いて、営繕部職員が直接現地調査を行

っています。 

被害報告のあった官庁施設における主な被災内容は、壁面の亀

裂、モルタルの剥離、ガラスの破損、天井材のずれ、エキスパン

ジョイントカバーの破損等が主なもので、幸いにも大きな被害は

ありませんでした。これら被害のあった施設等については、損傷

の程度により応急対策措置を実施（又は準備）しています。 

 今回の地震により、当初は「被害無し」と報告を受けた施設に

おいて、後日被害の報告を受けた施設も多く、勤務時間外に発生

した災害における被害状況把握の難しさを痛感しました。 

 

   

 

営繕部では、栗原市及び宮城県からの要請を受け、緊急災害

対策派遣隊として、6 月 16・17 日に建政部とともに被災建築物

応急危険度判定支援を行いました。２日間で４班８名が栗原市

鶯沢南郷地区と栗原文字地区の住宅等 63 棟を調査しています。 

住宅そのものの被害よりも、周辺法面等の崩壊の危険性によ

り建物自体が崩壊する危険性があるものや、ブロック塀等の倒

壊や倒壊の危険性があるものが多々見受けられました。 

 

緊急災害対策派遣隊(ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ)とは 

大規模地震災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、

被災地方公共団体等が行う、被災状況の迅速な把握、被害の発生及び

拡大の防止、被災地の早期復旧その他災害応急対策に対する技術的な

支援を円滑かつ迅速に実施することを目的に、平成 20 年 5 月に創設

されました。 

緊 急 報 告 

緊急災害対策派遣隊(ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ)の活動 

内壁亀裂状況 

現地調査状況 

「岩手・宮城内陸地震」による官庁施設の被害状況について 
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